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慢性疼痛の疫学調査慢性疼痛の疫学調査慢性疼痛の疫学調査慢性疼痛の疫学調査    

－運動器疼痛に関わる疫学的な知見の紹介－運動器疼痛に関わる疫学的な知見の紹介－運動器疼痛に関わる疫学的な知見の紹介－運動器疼痛に関わる疫学的な知見の紹介－－－－    

（ペインクリニック 34：S53－S61，2013） 

 

 

要要要要    旨旨旨旨    

わが国の腰痛生涯有病率は 83％、腰痛で社会活動を休んだ経験者は 25％であっ

た。慢性疼痛（NRS ５以上かつ継続期間３カ月以上）の点有病率は 23％で（部位

別では腰痛が１位）、整形外科へ最も多く受診するが、治療に満足しない人が 45％

を占めた。複数部位の痛みを有する場合が少なくなく、部位が多いほど健康関連 

QOL が低下していた。看護、運送業の方が事務職、営業より運動器疼痛の有病率

は高いが、欠勤率も高いわけではなかった。仕事に支障をきたす非特異的腰痛の危

険因子として、発症、遷延化とも人間工学的要因と心理社会的要因が関与していた。

心理社会的要因は強い肩こりとも関連があり、腰痛、肩こりとも身体化徴候の一症

状として現れる場合があると考えられた。 

 

 

 

    

はじめにはじめにはじめにはじめに    

世界保健機関（WHO）を含む７つの世界主要機関による最新の研究報告（世界

の疾病負担研究：Global Burden of Disease Study）によると、筋骨格系疾患（運

動器疼痛）が disabilityに影響する主要な原因であり、中でも腰痛が最も disability 

にインパクトを与えているとする情報が、2012 年の年末に Lancet において報告

された 1)。厚生労働省が公表している業務上疾病発生状況等調査（休業４日以上）

によると、腰痛の件数が最も高い 2)。すなわち、腰痛はわが国においても、世界的

にみても最もありふれた disability および社会的損失をもたらす問題であるとい

える。 

われわれは、本邦では筋骨格系疾患の疫学データが不十分と判断した背景から、

いくつかの研究を行ってきたが、その中から腰痛の話題を中心に有病率および危険

因子等について得られた知見を紹介する。 
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１１１１．．．．有病率について有病率について有病率について有病率について    

最初に紹介するのは、主に今まで報告のなかった、わが国における腰痛の生涯有

病率を調査する目的で行った調査結果についてである 3)。2011 年２月に、某イン

ターネット調査会社に登録している 20～79 歳のモニターに対して全国調査を行

った。有効な回答を得た 65,496 名（平均年齢 47.7 歳、男性 52％）について、日

本の人口構成で調整した腰痛の生涯有病率と直近４週の有病率を算出した。定義は、

肋骨縁より下部で下殿溝より上部、下肢痛・しびれを伴う場合も含み、１日以上は

続いた痛みとし、風邪の時や生理・妊娠に伴った場合の痛みは除外した。加えて、

disability については、「grade 0：腰痛なし」、「grade 1：日常生活に支障のなかっ

た腰痛」、「grade 2：支障があったが社会活動を休まなかった腰痛」、「grade 3：連

続４日未満休んだ腰痛」、「grade 4：連続４日以上休んだ腰痛」 に区分した。その

結果は、腰痛の生涯有病率は 83.5％（男性 82.4％、女性 84.5％）で grade 1 が 46.1％

と多かったが、腰痛で仕事（家事、学業を含む）を休んだことのある人（grade 3

＋4）が４人に１人（25％）、４日以上連続して休んだ経験者が 10 人に１人存在し

た（図１a）4)。主な特異的腰痛を除いた場合の重症化した腰痛（仕事などの社会生

活を連続４日以上休んだ３カ月以上の腰痛）経験者は、54,711 名中 2,061 名

（3.8％）で、難治化しやすい腰痛治療で医療補償（労働災害あるいは自動車事故） 

を受けた経験者は、100 人に１ 人（1.1％）であった 5)。なお、直近４週の有病率

は 35.6％（支障度の高い腰痛の経験者は全体の約 4％）という結果であった。 

次は、2009 年１月に本邦における慢性疼痛の実態を把握する目的で行ったイン

ターネットによる全国調査（日本の性、年齢構成に近似という条件で無作為抽出し

た 20～79 歳の 20,044名を解析対象）の結果である 6)。調査項目は、ポイント（直

近１カ月）の疼痛状況と医療経済的評価の際に、基盤となり効用値を算出できる健

康関連 QOL 尺度である EQ-5 D について（１次調査）および医療機関へ行った場

合の治療の満足度等（２次調査）とした。慢性疼痛（NRS で５以上かつ罹病期間

が３カ月以上と定義）の点有病率は 22.9％（男性 20.0％、女性 25.7％）であった。

最も困っている痛み部位は、腰、肩、膝、頸、頭の順に上位を占めた（図１b）4)。

また、腰痛を持っている人は腰以外の痛みを併せ持つ人が多く、３カ所以上の部位

が痛むとした人が約半数にも及んだ。そして、複数の痛みを持つ人ほど効用値が低

かった（図２）4)。慢性疼痛の人で、過去１年間に医療機関や整骨院等へ行ったの

は 55.9％であった（受療先は複数回答で病院：40.9％、 診療所：46.3％、整骨院：

27.3％、その他の代替医療：併せて 35.6％）。診療科では整形外科・リハビリテー

ション科への受診者が約８割を占めていた。病院・診療所受診者における治療満足

度では、45.2％が不満（やや不満と不満の合計）としていた。その理由としては、
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症状が取れなかったから、痛みについて理解してもらえなかったから、納得のいく

説明が得られなかったから、の順に多かった。慢性疼痛の 42.8％の人が、１年後に

仕事や日常生活を送る上で問題になっていると感じていた。 

 

 

 

 

 

 

 

腰痛の生涯有訴率：全国約6万5千人の調査

慢性の痛みで最も困っている部位：上位５部位

grade 0
１６％
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４６％
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１３％
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１０％

grade ０ 腰痛なし
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支障はあるが仕事などを
休まなかった腰痛
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grade ４ 連続4日以上休んだ腰痛

腰
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図１ わが国における腰痛の生涯有病率と慢性疼痛の点有病率（部位別） （文献 4 より引用） 
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慢性疼痛群の痛みの部位数別健康関連ＱＯＬ（ＥＱ-５Ｄの効用値）

痛み痛み痛み痛みのののの
部位数部位数部位数部位数

nnnn （％）（％）（％）（％） 平均平均平均平均±±±±標準偏差標準偏差標準偏差標準偏差

1 673 （14.7％） 0.75±0.13

2 998 （21.7％） 0.75±0.13

3 1,000 （21.8％） 0.74±0.12

4,5 1,194 （26.0％） 0.72±0.13

6,7,8,9 597 （13.0％） 0.68±0.14

≧10 128 （2.8％） 0.58±0.17

合計 4,590 （100％） 0.73±0.13

ＥＱ-５Ｄの国民平均は０.８５、
痛みのない人の平均は０.９６
でした。

体の前について 体の後ろについて
1 1 1 1 頭頭頭頭

2 2 2 2 頭・頭・頭・頭・歯歯歯歯
（（（（口の中口の中口の中口の中））））
以外以外以外以外の顔の顔の顔の顔

3 3 3 3 歯歯歯歯
（（（（口の中）口の中）口の中）口の中）

20 20 20 20 性器性器性器性器

21 21 21 21 肛門肛門肛門肛門

 
 

図２ 慢性疼痛群の痛みの部位数別健康関連ＱＯＬ（ＥＱ－５Ｄの効用値） （文献 4 より引用） 

 

 

 

最後に、18 カ国の国際共同前向き研究として推進した CUPID（Cultural and 

Psychosocial Influences on Disability）study7)から職業および部位別のデータを参

考までに紹介する。CUPID-Japan では、筆者が中心となり、2008 年の春に首都

圏の勤労者４業種（看護師、事務職、営業、運送業）の 3,187 名に縦断調査を依頼

した。2,651 名から得たベースラインデータにから算出した業種別の日常生活に影

響した運動器痛（腰痛、頸部痛、肩痛、肘痛、手関節・手痛、部位は図示）有病率

を提示した（表１）8)。直近１カ月の腰痛有病率およびいずれかの運動器痛の有病

率をみると、事務職、営業に比べ、看護師、運送業で高いものの、欠勤率も並行し

て高いわけではない。また、複数部位の運動器痛が少なくない。なお、国際比較で

は、日本の運動器疼痛の有病率は低率であった 9)。 
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表１ CUPID-Japan における職業別の日常生活に影響した*運動器疼痛の有病率** 
（文献 8 より引用改変） 

 

痛みの種類 n % n % n % n %

腰痛（直近の1カ月） 182 30 68 22 68 19 318 31

頸部痛（直近の1カ月） 184 31 85 27 63 18 152 15

肩痛（直近の1カ月） 132 22 61 19 47 13 142 14

肘痛（直近の1カ月） 16 3 13 4 11 3 83 8

手関節～手痛（直近の1カ月） 39 7 19 6 15 4 88 9

膝痛（直近の1カ月） 74 12 36 11 34 10 141 14

上記3カ所以上の運動器痛（直近の1カ月） 80 13 34 11 16 5 121 12

上記いずれかの運動器痛（直近の1カ月） 220 37 79 25 65 18 380 37

過去1年に休職を伴ったいずれかの運動器痛 15 3 34 11 13 4 63 6

  *例えば、腰痛では「足の爪を切る，服を着る，家事をするのいずれかで困難があった場合」と定義

**勤労経験が1年未満の人を除外した2290名（看護師：599名，事務職：316名，営業：355名，運送業：1020名）

   を対象

看護師 事務職 営業 運送業

 
 

    

    

    

２２２２．．．．危険因子について危険因子について危険因子について危険因子について    

西欧諸国では、人間工学的アプローチのみでは腰痛対策が立ち行かなくなった背

景から、心理社会的要因の関与が重要視されるようになった。昨年 10 月末に公表

されたわが国の腰痛診療ガイドライン 10)でも、海外知見を基盤に「腰部への身体的

負荷が大きい作業は発症の危険因子（推奨度 B）」 という事項に加え、「腰痛の発

症と遷延に心理社会的因子が関与（推奨度 A）」、「職場における心理社会的因子は

発症と予後に影響（推奨度 B）」と明記された。しかしながら、本邦では心理社会

的要因にも十分配慮したした上での危険因子を探索した前向き研究はほとんど行

われてこなかった。そこで筆者らは、本邦勤労者の腰痛の実態を把握するとともに、

特に「仕事に支障をきたす非特異的腰痛」に着目し、それが新規に発生することお

よび遷延化することの危険因子を探索することを主目的とした JOB（Japan 

epidemiological research of Occupation-related Back pain）study11,12)（2005年

９月から半年の間に首都圏の多業種勤労者 9,307 名に対して、腰痛に関わる網羅的

なアンケート調査を実施しベースラインデータを収集、同意の得られた 5,310 名に

対して追跡調査を実施）と前述 CUPID studyを推進した。両 study の結果をまと

めた日本人勤労者における仕事に支障をきたす腰痛の危険因子を表２4)に示した。 
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表２ 支障度の高い腰痛の危険因子 （Findings in JOB study & CUPID study） 

 

 新規発生 慢性化 

人間工学的要因 持ち上げ・前屈み動作が頻繁 
25kg以上の持ち上げ動作 

20kg 以上の重量物取扱 and/or 介

護作業に従事 
（持ち上げ・前屈み・捻り動作が頻

繁） 

心理社会的要因 職場の人間関係のストレスが強い 
週労働時間が 60時間以上 

仕事の低満足度 
上司のサポート不足（人間関係のス

トレスが強い） 
週労働時間が 60時間以上 
家族が腰痛で支障をきたした既往 
抑うつ 身体化徴候 

 

 

 

 

 

 

これらの危険因子に関し、身体的負荷（メカニカルな腰へのストレス）が、例え

ば椎間板内での髄核の derangement といった脊椎組織の微小な変化（脊椎

dysfunction）を、心理社会的ストレスが脳の機能異常（脳 dysfunction）を主に引

き起こすと解釈すると、危険因子と実際の患者像が概ね合致すると考えるようにな

った（図３）13)。うつ状態および身体化徴候（図４）13)も、腰痛の危険因子として

海外知見でもわれわれの知見でも挙げられるが、心理社会的ストレスがトリガーと

なった脳 dysfunction の反応・結果として抑うつおよび身体化が生じる、難治化し

た症例では抑うつや身体化徴候が更なるストレッサーとして悪循環化した脳

dysfunction状態にある、という捉え方である 4,13,15)。 
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運動器（脊椎）の
ᾳῈῂ᾵ῄ᾽ᾲῃᾸι᾽

脳の
ᾳῈῂ᾵ῄ᾽ᾲῃᾸι᾽

姿勢バランスの乱れ

Ҿ׆ίἳỽἝἌἲὸ үᨖ܇׆

持ち上げ、持ち上げ、持ち上げ、持ち上げ、
前屈み、捻り、前屈み、捻り、前屈み、捻り、前屈み、捻り、
不良姿勢不良姿勢不良姿勢不良姿勢 などなどなどなど

メカニカルな
腰へのストレス

周囲のサポート不足、周囲のサポート不足、周囲のサポート不足、周囲のサポート不足、
仕事への不満仕事への不満仕事への不満仕事への不満 、、、、
人間関係のストレス、人間関係のストレス、人間関係のストレス、人間関係のストレス、
痛みへの強い不安痛みへの強い不安痛みへの強い不安痛みへの強い不安

心理的な
ストレス

 
 

図３ 非特異的腰痛の疫学的危険因子と発症・遷延メカニズムの関係 （文献 13 より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ルーチンで行える現状の画像検査では捉えきれない変化・異常（機能障害：dysfunction）に
関し、身体的負荷（メカニカル・ストレス）が運動器（脊椎）の微小な変化を、心理社会的ストレス

が脳の機能障害を引き起こすと考えると、危険因子と実際の患者像が概ね合致すると考えてい

る。抑うつや身体化徴候は主に脳 dysfunction の反応・結果として捉えるとさらに理解しやす
い。一方、心理的ストレスを抱えていると、注意力が散漫になることによると思われる姿勢バラン

スの微妙な乱れが生じ、単純な持ち上げ動作時よりも椎間板圧縮力が有意に高まる（脊椎

dysfunctionを生じやすくなる）可能性がある 14) （心理社会的要因が腰痛の発症に影響するメ

カニズムの１つ） 
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抑うつ・疲労感
・睡眠障害 めまい・耳鳴り 息苦しさ・動悸

下痢・便秘・吐き気
など胃腸の不調

頭痛 肩こり
手足の冷え・しびれ
・筋肉の痛み

腰痛
・背中のはり

 
 

図４ 心理的社会的ストレスがトリガーとなって現れうる主な心身反応（うつ及び身体化徴候） 

（文献 13 より引用改変） 

 

 

 

 

横断データではあるが、CUPID study 全体（18 カ国）の分析でも、筋骨格系

の疼痛と身体化徴候は多変量解析において有意な関連があった 9)。加えて、

CUPID-Japan のサブ解析では、腰痛と同様に“非特異的なもの”としてポピュラ

ーである肩こり（後頭部から肩、および肩甲部にかけての筋肉の緊張を中心をする

不快感、違和感、鈍痛などの症状と定義）が強い状態（過去１カ月の肩こりの頻度

が「いつも」、「ほとんどいつも」、「度々」、「その強さが NRS で７以上」と回答）

と身体化徴候との関係性は強く（１つ症状あり vs. 症状なしのオッズ比：2.81、95％

信頼区間 2.10～3.75。２つ以上の症状あり vs. 症状なしのオッズ比：3.86、95％信

頼区間 2.92～5.12）、他要因を調整した重要な関連要因として職場での周囲のサポ

ート不足が挙げられた（調整オッズ比：2.62、95％信頼区間 1.79～3.83）（表３）

16)。 

 

 

 

独
立

行
政

法
人

 労
働

者
健

康
福

祉
機

構



9 
 

 

表３ 強い肩こりの関連要因（多変量解析）－CUPID-Japan のベースラインデータを用いた検討－ 

（文献 16 より引用） 
 

項目項目項目項目 aOR 95% CI P value

男性 1

女性 5.74 (4.07–8.09) <0.001

年齢

< 30 y 1

30 - 39 y 1.25 (0.92–1.69) 0.15

40 - 49 y 1.14 (0.81–1.63) 0.45

≥ 50 y 0.69 (0.43–1.09) 0.11

現在喫煙 vs. 非現在喫煙 0.75 (0.56–1.01) 0.06

肥満(BMI ≥ 25) vs. 非肥満 1.33 (0.93–1.91) 0.12

運動習慣 - vs. + 1.51 (1.07–2.14) 0.02

VDT ≥ 4hrs/day + vs. - 1.08 (0.81–1.43) 0.6

手を肩の高さより上に挙げた状態で，1日の合計で1時間以上作業する + vs. - 1.17 (0.84–1.62) 0.35

車両の運転を1日の合計で4時間以上行う + vs. - 0.95 (0.68–1.33) 0.75

うつ気分(SF36 ≤ 52) + vs. - 1.43 (1.11–1.84) 0.01

関節・脊椎疾患 + vs. - 1.45 (0.77–2.74) 0.25

歯のかみ合わせ + vs. - 1.01 (0.74–1.38) 0.94

週60時間以上の労働時間 1.3 (0.96–1.76) 0.08

仕事のコントロールが低い 1.13 (0.84–1.52) 0.43

周囲のサポートが低い 2.62 (1.79–3.83) <0.001

 
  aOR : adjusted odds ratio,  VDT : visual display terminal,  MH : mental health 

    

    

    

    

    

３３３３．．．．肥満は危険因子？肥満は危険因子？肥満は危険因子？肥満は危険因子？    

肥満と腰痛との間に関連があるかについては、病態に踏み込んだ知見が乏しく、

疫学研究においても意見が分かれるところであったが、近年のメタ解析を行った論

文では、オッズ比は 1.33 とそれほど高くないものの、BMI が 25 kg/m2 以上の肥

満者の方が有意に高く、30 kg/m2以上の肥満者ほどその傾向が強いと報告されてい

る 17)。 

われわれのデータでも、横断研究の結果では、1,347 名の人間ドック受診者（平

均 52 歳）を対象にした調査 18)、および全国 20～70 歳台の方から 1,200 名抽出

したインターネット調査 19)とも、肥満者（BMI が 25 kg/m2 以上）ほど有意に腰

痛の有病率が高い、あるいは Oswestry Disability Index（ODI）が高値であるとい

う知見を得ている。しかしながら、これらの調査での腰痛は、ほとんどが程度の軽
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い腰痛であり、前述した前向き研究（JOB study）での分析では、仕事に支障をき

たすほどの非特異的腰痛が発生することや慢性化することの危険因子とは認めら

れなかった。 

一方、JOB study のデータを用いたサブ解析（２年追跡調査、調査開始時に過

去１年間に腰痛がなく坐骨神経痛の既往歴がなかった 765 名を抽出した分析）で、

臀部から膝の下まで痛みが放散する坐骨神経痛が新たに発生した 141 名（18.4％）

にかかわる危険因子を探索したところ、他要因を調整した多変量解析で、 肥満（25 

kg/m2以上）のみが有意な要因だった（調整オッズ比 1.80、95％信頼区間 1.19-2.71）

（Spine に投稿中）。本結果は、同じデータベースを用いて分析した仕事に支障を

きたす非特異的腰痛が新たに発生した危険因子が、人間工学的要因（持ち上げ動作

が頻繁、調整オッズ比：3.77、95％信頼区間 1.16-12.3）と心理社会的要因（職場

の人間関係ストレス、オッズ比：2.21、95％信頼区間 1.08-5.43）であったこと 11)

と比較し全く異なる結果であった。メカニズムとしては、肥大化した脂肪細胞が分

泌するアディポカインおよびそれらが誘導する炎症性サイトカインが、神経障害性

疼痛の発生に関与した可能性を考えている 4,20)。 

 

 

 

 

４４４４．．．．サブ解析から得られた「安静」についてサブ解析から得られた「安静」についてサブ解析から得られた「安静」についてサブ解析から得られた「安静」について    

西欧の診療ガイドライン 21)で、急性非特異的腰痛に対し安静臥床が推奨されなく

なって久しい。わが国の腰痛診療ガイドライン 201210)でも、「急性腰痛に対して、

痛みに応じた活動維持は疼痛を軽減し、機能を回復（推奨度 A）」と明記された。

しかしながら、明らかに発症のきっかけがある急性発症で腰部組織の小外傷が起こ

ったと推察でき、労働衛生的には災害性腰痛に分類されるいわゆる「ぎっくり腰」

を発症した患者に対して、医療従事者は安静を指示したくなるようだ。 そこで、 前

述 JOB study の「ぎっくり腰（明らかなきっかけがあった急性腰痛と定義）」を発

症した勤労者を対象に、指導の違いが翌年のぎっくり腰の再発に及ぼす影響を探索

的に検討した。 

ベースライン調査時、過去１年間に「ぎっくり腰」を生じていたのは 12.5％であ

った。そのうち、医療施設を受診したのは 53.7％であったが、その中から医療施設

で「腰痛が治るまでできるだけ安静を保つよう指導された」と回答した 68 名

（54.5％が鎮痛薬か筋弛緩薬を使用）と「痛みの範囲内で活動してよいと助言され

た」と回答した 32 名（43.8％が鎮痛薬か筋弛緩薬を使用）を抽出、それぞれの翌
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年のぎっくり腰の再発状況を検討した。他要因の影響を除いたリスクを比較検討す

るため、年齢、性別、重量物取り扱いの程度、ベースラインでの腰痛による仕事の

支障度、１年以上前のぎっくり腰既往の有無で調整したリスクを算出し、比較した

（安静のオッズ／活動のオッズ）。その結果、安静群の方が翌年に「ぎっくり腰」

を３倍以上のリスクで再発しやすい傾向にあった（調整オッズ比：3.65、95％信頼

区間 0.96-13.8）。加えて安静群の方が複数回再発を繰り返しやすく、かつ慢性化す

る傾向にあった 22)。 

なお、「１．有病率について」で紹介した約６万５千人のデータを用い、支障度

の高い慢性腰痛（仕事などの社会生活を連続４日以上休んだ３カ月以上の腰痛、腫

瘍、感染、骨折、大動脈瘤、尿路結石等、明らかな特異的腰痛によるものを除外し

た 52,650 人を解析対象）を生涯に経験したこととの関連要因を、横断データでは

あるものの検討した結果、「医療施設を受診した時に安静指導を受けたこと」も有

意な関連因子であった（性、年齢、喫煙習慣、学歴、近親者の腰痛既往、腰痛の受

傷機転、労災補償経験、坐骨神経痛既往、腰椎手術既往を調整した安静指導をされ

なかったことに対するオッズ比：3.84、95％信頼区間 3.36-4.40）3)。 

 

 

 

 

ままままとめとめとめとめ    

● 海外知見と同様に、わが国の腰痛の有病率は高く、支障度の高い腰痛の危険因

子として、発症、遷延化とも人間工学的要因と心理社会的要因が関与していた。 

● 肩こりが強い状態にも、心理社会的要因が関連することが示唆された。 

● 腰痛、肩こりとも身体化徴候の一症状として現れる場合があると考える。 

● 一方、坐骨神経痛の発症には、腰痛のように人間工学的要因および心理社会的

要因は関与せず肥満が影響していた。 

● 腰痛への安静指導は、好ましくないことが示唆された。 
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 本研究は、独立行政法人労働者健康福祉機構 労災疾病等１３

分野医学研究・開発、普及事業により行われた。 

 ※「身体への過度の負担による筋・骨格系疾患」分野 

   テーマ：職場における腰痛の発症要因の解明に係る研究・

開発、普及 
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